
令和６年度

菊陽町下水道事業会計補正予算書（第２号）

熊本県菊池郡菊陽町



　（総　　則）
第　１　条　　令和６年度菊陽町下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出の補正）
第　２　条　　令和６年度菊陽町下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を
　次のとおり補正する。

（科　　　目）

　第　１　款 事業収益 千円 千円 千円
　　第　１　項 　営業収益 千円 千円 千円
　　第　２　項 　営業外収益 千円 千円 千円
　　第　３　項 　特別利益 千円 千円 千円

　第　１　款 事業費用 千円 千円 千円
　　第　１　項 　営業費用 千円 千円 千円
　　第　２　項 　営業外費用 千円 千円 千円
　　第　３　項 　特別損失 千円 千円 千円
　　第　４　項 　予備費 千円 千円 千円

６ ６
１７,０００ １７,０００

１,４１６,００１ ２２５ １,４１６,２２６
１３９,３３４ △２４,７５０ １１４,５８４

６,９５９ ６,９５９

支　　　出

１,５７２,３４１ △２４,５２５ １,５４７,８１６

１,３４４,０２７ △１０７,４５９ １,２３６,５６８
４２０,３２２ △５,５２２ ４１４,８００

令和６年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第２号）

（既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　入

１,７７１,３０８ △１１２,９８１ １,６５８,３２７
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　（資本的収入及び支出の補正）

（科　　　目）

　第　１　款 資本的収入 千円 千円 千円
　　第　１　項 　企業債 千円 千円 千円
　　第　２　項 　出資金 千円 千円 千円
　　第　３　項 　負担金 千円 千円 千円
　　第　４　項 　補助金 千円 千円 千円
　　第　７　項 　その他資本的収入 千円 千円 千円

　第　１　款 資本的支出 千円 千円 千円
　　第　１　項 　建設改良費 千円 千円 千円
　　第　２　項 　企業債償還金 千円 千円 千円
　　第　３　項 　投資 千円 千円 千円
　　第　４　項 　予備費 千円 千円 千円

８８４ ８８４

支　　　出

１,０３４,１７９ △１２,４３３

５
５,２００ ５,２００

１,０２１,７４６
５３１,１２４ △１２,４３３ ５１８,６９１
４９７,８５０ ４９７,８５０

５

３４,４６８ １０,６９１ ４５,１５９
９８,２２２ １,０８０ ９９,３０２

４７６,８００ △２,２００ ４７４,６００
８６,７９４ ８６,７９４

（既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　入

６９７,１６８ ９,５７１ ７０６,７３９

第　３　条　　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３３７，０１１千円は、当年度分消費税
　及び地方消費税資本的収支調整額３４，３１４千円及び当年度分損益勘定留保資金３０２，６９７千円で補填するものとする。」
　を「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３１５，００７千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
　３２，４８０千円及び当年度分損益勘定留保資金２８２，５２７千円で補填するものとする。」に改め、予算第４条に定めた資本
　的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。
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　（企業債の補正）

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費の補正）
第  ５  条　　予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。

（科　　　目）

職員給与費

　（他会計からの補助金の補正）
第　６　条　　予算第９条中「４７，３３５千円」を「４２，８９３千円」に改める。

証書借入
又は

証券発行

５％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行なった後に
おいては当該見直し
後の利率）

４０年以内（据置期
間５年以内　半年賦
元利均等償還又は半
年賦元金均等償還）
ただし、企業財政そ
の他の都合により、
据置期間及び償還期
間を短縮し、又は繰
上償還若しくは低利
に借り換えることが
できる。

補正前に
同じ

補正後

第　４　条　　予算第５条に定めた企業債の限度額を次のとおり補正する。

流域下水道事業分 83,800 81,600

計 476,800 474,600

　６２，０２６千円 △８，９８６千円 ５３，０４０千円

補正前に
同じ

補正前に
同じ

（既決予定額） （補正予定額） （計）

償還の方法利率
起債の目的

補正前
限度額（千円） 起債の方法 利率 償還の方法 限度額（千円） 起債の方法
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付　　属　　書　　類
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 事業収益 1,771,308 △ 112,981 1,658,327

１．営業収益 1,344,027 △ 107,459 1,236,568

１．下水道使用料 1,202,313 △ 106,679 1,095,634

２．他会計負担金 134,298 △ 780 133,518

４．その他営業収益 7,416 7,416

２．営業外収益 420,322 △ 5,522 414,800

１．受取利息及び配当金 4 4

２．他会計補助金 35,513 △ 5,522 29,991

４．長期前受金戻入 384,644 384,644

６．雑　収　益 161 161

３．特別利益 6,959 6,959

４．その他特別利益 6,959 6,959

1,771,308 △ 112,981 1,658,327

令和６年度　菊陽町下水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 事業費用 1,572,341 △ 24,525 1,547,816

１．営業費用 1,416,001 225 1,416,226

１．管渠費 546,949 22 546,971 職員給与費

２．ポンプ場費 18,468 18,468

３．セミコンテクノパーク
　　維持管理費

21,352 △ 2,178 19,174 職員給与費

４．処理場費 14,204 14,204

５．総係費 61,392 2,381 63,773 職員給与費、受益者負担金一括納付報償金

６．減価償却費 753,636 753,636

２．営業外費用 139,334 △ 24,750 114,584

１．支払利息 102,058 1,826 103,884

３．消費税及び地方消費税 36,776 △ 26,576 10,200

４．雑支出 500 500

３．特別損失 6 6

４．過年度損益修正損 6 6

４．予備費 17,000 17,000

１．予  備  費 17,000 17,000

1,572,341 △ 24,525 1,547,816支　出　合　計
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１資本的収入 697,168 9,571 706,739

１．企業債 476,800 △ 2,200 474,600

１．企業債 476,800 △ 2,200 474,600 流域下水道事業債

２．出資金 86,794 86,794

１．出資金 86,794 86,794

３．負担金 34,468 10,691 45,159

１．受益者負担金 24,664 10,691 35,355

２．工事負担金 9,804 9,804

４．補助金 98,222 1,080 99,302

１．国庫補助金 86,400 86,400

３．他会計補助金 11,822 1,080 12,902 基準外繰入金

７．その他資本的 884 884

　　収入 １．その他資本的収入 884 884

697,168 9,571 706,739

資本的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１資本的支出 1,034,179 △ 12,433 1,021,746

１．建設改良費 531,124 △ 12,433 518,691

１．施設費 531,124 △ 12,433 518,691
職員給与費、熊本北部流域下水道事業建設
負担金

２．企業債償還金 497,850 497,850

１．企業債償還金 497,850 497,850

３．投資 5 5

１．投資 5 5

４．予備費 5,200 5,200

１．予備費 5,200 5,200

1,034,179 △ 12,433 1,021,746支　出　合　計
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 89,654,538

　　　固定資産減価償却費 753,636,000

　　　賞与･法定福利費引当金増減額（△は減少） △ 254,641

　　　長期前受金戻入 △ 384,644,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 4,000

　　　支払利息 103,884,000

　　　未収金の増減額（△は増加） 17,800,145

　　　未払金増減額（△は減少） △ 5,972,163

　　　その他 △ 21,206,775

　　　　　小計 552,893,104

　　　利息及び配当金の受取額 4,000

　　　利息の支払額 △ 103,884,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 449,013,104

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 596,865,365

　　　無形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 76,086,363

　　　交付金による収入 140,035,909

　　　受益者負担金・分担金による収入 91,346,273

　　　他会計補助金による収入 12,872,000

　　　他団体負担金による収入 9,989,000

　　　その他資本的収入 883,322

　　　基金積立 △ 5,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 417,830,224

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 474,600,000

　　　企業債の償還による支出 △ 497,849,085

　　　他会計出資金の受入 86,794,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 63,544,915

４　資金増減額 94,727,795

５　資金期首残高 439,231,798

６　資金期末残高 533,959,593

令和６年度予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

-
 
1
0
 
-



（１）総括

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

合　計 8 30,774 20,716 51,490

合計
特別職 一般職 報酬 給料 賃金

区　　分
職員数（人） 給　　与　　費

法定福利費
手当等 計

5,317 31,962

資本勘定
支弁職員

3 14,826 10,019 24,845 5,219 30,064

損益勘定
支弁職員

5 15,948 10,697 26,645

10,536 62,026

補
正
後

損益勘定
支弁職員

4 15,177

3 11,206

9,691 24,868 4,965 29,833

3,755 23,207
資本勘定
支弁職員

8,720 53,040

補
正
前

8,246 19,452

合　計 7

比
　
較

損益勘定
支弁職員

△ 1

17,937 44,320

△ 5,393

26,383

△ 1,006 △ 1,777

合　計 △ 1 △ 4,391

資本勘定
支弁職員

△ 8,986

△ 771

0 △ 3,620 △ 1,773 △ 1,464 △ 6,857

△ 1,816

給　与　費　明　細　書

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分
期末
手当

勤勉
手当

補正前 7,348

6,478 4,802

5,615

△ 813

通勤
手当

住居
手当

管理職
手当

△ 352 △ 2,129

地域
手当

（単位：千円）

（単位：千円）

児童
手当

用地交渉
手当

△ 2,779 △ 7,170

比較

補正後

0 0

2,459 281 1,408 470 7451,294

0

日直
手当

2,354 1,614 287 470 1,500

時間外
手当

1,528

扶養
手当

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

△ 6 △ 120 0△ 870

（単位：千円）

105 △ 320 △ 755

普通昇級に伴う増加分 ―
給料 △ 4,391

給与改定に伴う増減分 ―

昇給期間短縮に伴う増加分 ―

その他の増減分 △ 4,391 人事異動による減

その他の増減分 △ 2,779

期末手当　 △870
勤勉手当　 △813
時間外手当 　105
扶養手当　 △320
通勤手当　 　△6
住居手当　 △120
児童手当　 △755

職員手当等 △ 2,779

制度改正に伴う増減分 ―

-
 
1
1
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,692,458,759
ロ建物 146,047,891

減価償却累計額 89,563,299 56,484,592
ハ構築物 29,168,014,898

減価償却累計額 7,587,155,641 21,580,859,257
ニ機械及び装置 956,073,773

減価償却累計額 592,952,875 363,120,898
ホ車両運搬具 2,455,961

減価償却累計額 2,288,810 167,151
ヘ工具器具及び備品 9,393,763

減価償却累計額 3,480,150 5,913,613
ト建設仮勘定 210,303,041

有形固定資産合計 23,909,307,311
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 643,880,877
無形固定資産合計 643,880,877

(3) 投資その他資産
イ基金 172,954,132

投資合計 172,954,132
固定資産合計 24,726,142,320

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 533,959,593 533,959,593
(2) 未収金

イ営業未収金 106,217,217
ロ営業外未収金 0
ハその他未収金 1,236,360
ニ過年度未収金 1,260,804
ホ貸倒引当金 △ 2,408,233 106,306,148

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4) その他流動資産 464,000 464,000

流動資産合計 640,908,001
資産合計 25,367,050,321

令和６年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
1
2
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 7,389,076,685 7,389,076,685

固定負債合計 7,389,076,685

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 482,207,924 482,207,924

(3) 未払金
イ営業未払金 31,826,500
ロ営業外未払金 4,930,090
ハその他未払金 0 36,756,590

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,592,000
ロ法定福利費引当金 697,000 4,289,000

(5) その他流動負債
イ預り金 18,821,710 18,821,710

流動負債合計 542,075,224

5 繰延収益
(1) 長期前受金 17,139,488,151
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 4,733,658,519

繰延収益合計 12,405,829,632
負債合計 20,336,981,541

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 1,237,219,994
ハ組入資本金 673,724,987 3,626,525,954

資本金合計 3,626,525,954

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 19,570,444

資本剰余金合計 856,219,436
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 354,456,901
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 103,649,343
ニ当年度未処分利益剰余金 89,217,146

･その他未処分利益剰余金変動額 (0)
･前年度繰越欠損金 (437,392)
･当年度純利益 (89,654,538)

利益剰余金合計 547,323,390
剰余金合計 1,403,542,826
資本合計 5,030,068,780
負債資本合計 25,367,050,321

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
1
3
 
-



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法
イ．有形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　建物　　　　　　　８～３７年
　　　構築物　　　　　１０～５０年
　　　機械及び装置　　　６～３５年
　　　車両運搬具　　　　　４～６年
　　　工具器具及び備品　　４～８年

ロ．無形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　施設利用権　　３５年

（２）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

ロ．退職給与引当金

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表等に関する注記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
　いる。

　  職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給与
　引当金は計上していない。

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、事
　業年度末における支給見込額に基づき、事業年度の負担に属する額を計上している。

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「下水
道に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担する
と見込まれる額は次のとおりである。
　令和５年度　１，９２１，８２６千円
　令和６年度　１，７８３，７４２千円

-
 
1
4
 
-



３．セグメント情報に関する注記
（１）報告セグメントの概要

イ．報告セグメントの決定方法

ロ．各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事業区分
公共下水道事業
農業集落排水事業

（２）各報告セグメントの営業収益等

イ． 令和６年度予定（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 1,128,161,637 8,138,182 1,136,299,819

営業費用 1,322,260,256 37,119,720 1,359,379,976

営業損益 △ 194,098,619 △ 28,981,538 △ 223,080,157

経常損益 82,613,721 720,008 83,333,729

セグメント資産 24,672,541,604 694,508,717 25,367,050,321

セグメント負債 19,862,065,169 474,916,372 20,336,981,541

その他の項目 0 0 0

他会計繰入金 144,383,000 19,126,000 163,509,000

減価償却費 733,050,000 20,586,000 753,636,000

特別利益 6,326,364 0 6,326,364

特別損失 5,555 0 5,555

ロ．
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 88,934,530 282,616 89,217,146

その他未処分利益剰余
金変動額 0 0 0

繰越利益剰余金 0 △ 437,392 △ 437,392

当年度純利益 88,934,530 720,008 89,654,538

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

669,255,802 3,695,926

農業集落排水事業の維持管理、汚水管渠の整備

672,951,728

令和６年度予定（令和７年３月３１日）

事業の内容
公共下水道事業の維持管理、汚水・雨水管渠の整備

　　　菊陽町下水道事業は、公共下水道、農業集落排水事業の２事業を運営しており、各
　　事業毎に運営方針等を決定していることから「公共下水道事業」及び「農業集落排水
　　事業」の２つを報告セグメントとしている。
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